
 

 

 

標準小作料制度 

 

① 農業委員会は，標準小作料を定め 

  ることができます。 

② 農業委員会は，小作料の額が標準 

小作料に比べて著しく高いときは， 

その小作料の減額を勧告することが 

できます。 

 

 

賃借料情報の提供（農地法第52条） 

 

① 過去1年間に実際に締結された 

賃貸借契約の賃借料に関するデー 

タを収集します。 

② 情報提供する区分を決定します。 

（旧市町村・大字単位などの地域 

別・水田・普通畑・樹園地などの 

種類別、ほ場整備事業の実施状況 

別など） 

③ ②の区分ごとに、最高額、最低 

額、平均額を算出します。 

④ 広報紙、インターネット等を活 

用し、賃借料情報の提供を行います。 

  ⑤  賃借料の算定について 

 

 

 

平成 21 年１２月１５日改正農地法の施行により、標準小作料制度が廃止されました。 

このことにより、改正後は農業委員会が過去１年間に実際締結された賃貸借契約に基づ

き賃借料情報を提供します。 

 

制度の仕組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 農地の賃借料情報の提供活動の実施につい
ての通知に基づき作成しています。 

※２ 地域内の平均に比べて、著しく低額または 
高額であると認められる場合はデータから
除外しています。 

※３ 金額算定データは賃貸借（有償）のみの集
計とし、使用貸借（無償）は含まれていませ
ん。 

 

改正前 改正後 

お問合せ先  倉敷市農業委員会 

本庁事務局  〒710-8565 倉敷市西中新田 640 番地  

   426-3895  FAX 421-1600 

ホームページ http://www.city.kurashiki.okayama.jp/nogyo/ 

Ｅメール   comagr@city.kurashiki.okayama.jp 

児島支所児島駐在 ４７３－４３７４  玉島支所玉島駐在 ５２２－８１２６ 

真備支所真備駐在 ６９８－５０４２   

庄支所      ４６２－１２１２  茶屋町支所    ４２８－０００１ 

船穂支所     ５５２－５１１０ 

 


